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1. 序論：国家戦略としてのAI利活用推進と「知的財産推進計
画2025」の核心 
日本政府が策定した「知的財産推進計画2025」において、我が国の産業競争力を規定する最重要
の成果指標（KPI）として「日本企業のAI利活用率を概ね100%まで高める」という極めて野心的な目
標が掲げられた1。本計画が公表されてから約10カ月が経過した現在（2026年4月）、生成AIの急速
な普及とそれに伴う社会構造の変化は、単なるデジタルトランスフォーメーション（DX）の枠組みを超
え、国家の基盤的な知財戦略を根本から再定義する段階へと突入している。 

「概ね100%」という数値は、資金力やITリテラシーに恵まれた一部の大企業や先進的テクノロジー
企業だけでなく、日本経済の屋台骨を支える数百万の中小零細企業を含めた、ほぼすべての企業

が何らかの形で業務プロセスに人工知能（AI）を組み込んでいる状態を意味する2。この目標設定の

背景には、急速な少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少、他国と比較して長期的に低迷する労働

生産性、そして海外の巨大プラットフォーマーへの依存によるデジタル赤字の拡大という、日本固有

の構造的な危機感が存在している3。 

知的財産推進計画2025は、単なる業務の効率化を最終目的としているわけではない。AIを利用した
発明の明確化や、AI利用による研究開発の促進（AI分野の研究費増加）を明確に掲げている1。これ

は、従来の労働集約型や資本集約型のビジネスモデルから、データとAIを駆使して新たな知的財産
（IP）を連続的に創出し、それらを法的に保護・活用することで国際的な競争優位性を確立する「IPト
ランスフォーメーション」への社会構造の転換を目指すものである3。若手研究者を含めたイノベー

ション人材の減少に対する危機感や、農林水産・食品分野等における知財保護を通じた海外市場で

の「稼ぐ力」の強化も、この文脈に位置づけられている1。 

本報告書は、計画策定から約10カ月が経過した2026年4月時点における最新の統計データ、市場
調査、および司法・行政の最新動向を網羅的に分析する。その上で、「AI利活用率100%」というKPI
の達成度合いと進捗を徹底的に検証し、日本社会に生じている「AIデバイド（格差）」の実態や、組織
的・法制度的な問題点を浮き彫りにする。さらに、これらの課題を克服し、日本企業が真の意味でAI
を前提とした経営へと脱皮するための具体的かつ実効性のある解決策を提案する。 

2. 「100％」実現に向けた政策的アプローチと法整備の進展（
2025〜2026年） 
AIの普及を後押しするためには、企業が法的リスクを過度に恐れることなく技術を導入できる環境の



整備が不可欠である。この10カ月間、日本政府および司法機関は、知的財産保護と技術革新のバ
ランスを取るための法体系のアップデートを急速に進めてきた。 

2.1. AI推進法（基本法）の成立と「ソフトロー」アプローチの意義 
日本のAI戦略における最も顕著な特徴は、過度な規制によるイノベーションの阻害を回避する「ソフ
トロー」アプローチを明確に採用した点である。欧州連合（EU）においては、2024年に包括的かつ厳
格な罰則規定を伴う「AI法」が成立し、2025年2月より一部の規定が施行されるなど、事前規制によ
るハードロー・アプローチが先行している5。これに対し、日本では2025年6月に「人工知能関連技術
の研究開発及び活用の推進に関する法律（通称：AI基本法、またはAI推進法）」が成立した5。 

このAI基本法は、AIを直接的に規制し罰則を科すものではなく、国や政府の政策の基本方針を定め
た理念法としての性格が強い5。企業に対しては、法的な強制力よりも、ガイドラインの適時更新を通

じた自主的なガバナンスの構築を促している4。この法律に基づき、2025年秋には政府内に「AI戦略
本部」が立ち上がり、同年冬には「AI基本計画」が策定された6。これにより、研究開発領域への資金

増加や計算資源の整備、そして産業応用領域における生産性向上を強力に後押しする体制が整え

られた6。知的財産戦略本部の主導により、「AI技術の進歩の促進」と「知的財産権の適切な保護」を
両立させるため、法・技術・契約の各手段を組み合わせた枠組み作りが進められている4。 

 

 



 
2.2. 文化庁ガイドラインによる著作権リスクの整理と実務への適用 
AIの利活用において企業が最も懸念するリスクの一つが、意図しない著作権侵害である。米国にお
いては、2025年8月にAnthropic社が約50万作品に対する著作権侵害の集団訴訟において15億ド
ル（約2,200億円相当）で和解し、その最終承認審理が2026年4月に予定されている7。さらに、2026
年1月にはUniversal Music等による31億ドル規模の巨額訴訟が提訴され、同年1月5日にはNew 
York Times対OpenAI訴訟において2,000万件に及ぶChatGPTのログ提出命令が下されるなど、実
務に甚大な影響を及ぼす大型訴訟が連続している7。 

こうした国際的な不確実性に対し、日本の文化庁は令和6年（2024年）3月に「AIと著作権に関する
考え方について」を取りまとめ、現行法下における規範的な整理を行った7。このガイドラインは、日

本の著作権法に基づき、「AIに学習させる開発・学習段階」と「AIを用いてコンテンツを出力する生
成・利用段階」を明確に切り離して解釈するアプローチを採用している7。 

開発・学習段階においては、著作権法第30条の4（著作物に表現された思想又は感情の享受を目的
としない利用）を根拠とし、機械学習目的での著作物利用は原則として適法であるとした7。ただし、

「有料の学習用データベースを無断で複製する行為」や「海賊版サイトと知りながらデータを収集す

る行為」など、著作権者の利益を不当に害する場合は例外的に違法となり得る旨を明示し、権利者

保護の線引きを行った7。 一方、生成・利用段階においては、AIによる生成物を公開・販売・配布する
際、通常の著作物と同様に「既存の作品との類似性（表現が似ているか）」および「依拠性（既存の

作品を知っていて利用したか）」の2点が立証されれば著作権侵害に該当するという基準が示された
7。また、自社で生成したAIコンテンツの著作権については、AIが自律的に生成したものには原則とし
て著作権は発生しないものの、人間の「創作的寄与」が認められる場合には著作物として保護され

る可能性があるという見解が示されている8。この文化庁による整理は、確定的な判例が乏しい現状

において、日本企業がAIを業務に導入する際の「法的グレーゾーン」を大幅に縮小させ、利活用の
心理的ハードルを下げる重要な役割を果たしている。 

2.3. AI利用発明の法的保護と2026年3月最高裁判決の波紋 
著作権と並び、知的財産推進計画2025の最重要課題の一つとして位置づけられていたのが「AI利
用発明の発明者の定義等」に関する特許制度のあり方である4。特許庁や産業構造審議会において

法改正を含めた検討が進められる中4、2026年3月に日本の司法府から画期的な判断が下された。 

日本の最高裁判所は、「人工知能（AI）を発明者とする特許出願」について、「特許法上の発明者は
人間に限られる」と判示し、出願者側の上告を棄却した10。これにより、東京地裁から知財高裁へと

続いてきた日本における「AI発明者論争」は、司法の場において一つの明確な結論を迎えた10。最高

裁はこの判決の中で、AI発明に係る新たな制度設計は、産業振興や経済成長への多大な影響を踏
まえ、国民的議論を伴う民主主義的なプロセス、すなわち国会による立法府の判断に委ねるべきで

あると明言した10。 

この判決は、製造業や研究開発部門にとって決して他人事ではない。DXの波と生成AIの普及によ
り、新薬の分子構造の探索から半導体の回路設計に至るまで、AIが自律的にソリューションを導き
出すケースが急増しているためである。現状の法体系ではAI単独の成果物は特許として保護されな
いため、企業は「人間がAIの出力に対してどのような創作的寄与を与え、どのプロセスで人間が介



在したか」を厳密に記録・証明する新たな知財管理体制（IPガバナンス）の構築を迫られている。 

3. 策定から約10カ月経過（2026年4月現在）におけるAI利活
用率の進捗と実態 
知的財産推進計画2025のKPIである「概ね100%」に向けた進捗を評価するため、公的機関および
民間調査会社が公表している2026年4月現在の最新統計データを分析する。そこから浮かび上がる
のは、日本全体での「AI普及の加速度的進展（インフラ化）」というポジティブな側面と、組織内部に
依然として存在する「利活用の壁」という二面性である。 

3.1. マクロ指標の劇的成長：個人および業務利用の「過半数超え」とインフラ化 
特筆すべきは、国内における生成AIの利用率が、2025年から2026年にかけてわずか1年間で劇的
かつ指数関数的な成長を遂げた点である。 

ICT総研が2026年2月に発表した「生成AIサービス利用動向に関する調査」によると、日本の生成AI
利用率は2024年の約15%、2025年の29.0%から急増し、2026年には54.7%に到達し、初めて国民
の過半数を突破するという歴史的なマイルストーンを記録した11。 この傾向は他の調査でも裏付けら
れている。NTTドコモ モバイル社会研究所が2026年4月に公表した調査（対象：国内15～69歳）で
は、生成AIの利用率が2025年2月から2026年2月にかけて27%から51%へと倍増したことが確認さ
れた13。もはや「生成AIを使っていない層が少数派」となる段階へと突入しており、一部の先進層の
ツールから一般社会の標準ツールへとパラダイムシフトが完了したと言える13。 利用シーンを細分化
すると、プライベート利用が46%、仕事・学業利用が38%となっており、日常生活での活用がやや先
行しつつも、就業状況に関わらず広範な浸透を見せている13。また、利用頻度に関しても「対話・相

談」を週1回以上利用する層が22%に達しており、特に若年層においては従来の検索エンジンに代
わる情報取得手段として定着し始めている13。 

 



 
 
3.2. ビジネスシーンにおける導入の実態と「利活用」の乖離 
個人の利用率上昇に伴い、ビジネス環境におけるAI導入も力強い伸びを示している。日経XTECH
の最新調査では、日本企業の生成AIツール導入率が64.4%に到達し、さらに自律的にタスクを遂行
するAIエージェントの導入率も29.7%に達している14。また、ストックマーク株式会社が実施した「AI時
代の働き方調査2026」によれば、ビジネスにおける生成AI活用は約90%に達し、業務において汎用
型AIツールを日常的・継続的に利用している割合は68%に上ると報告されている15。このデータは、

多くの現場でAIの社会実装が進み、業務遂行に欠かせない「標準インフラ」へとフェーズが移行した
ことを示している15。 

しかしながら、数値をさらに深掘りすると、導入と「実質的な利活用」の間には深刻な乖離が存在す

ることが判明する。「ツールを会社として契約・導入した」企業は64.4%に及ぶものの、それが「全社
に導入されている」割合は38.8%にとどまり、残りの25.7%は「一部組織のみ」の試験的な導入に留
まっている14。さらに、総務省の「情報通信白書 令和7年版（2025年版）」によれば、生成AIを業務に
活用している従業員の割合は全体の約35%にとどまっており、PwC Japanの2025年春の調査にお
ける「業務で実際に利用」の55.2%という数字と比較しても、ツールを導入しても特定の部署やイノ
ベーター層の担当者しか使っていないという局所的な活用が大多数を占めていることがわかる14。 

 



指標の性質 具体的な調査項目 数値 出典（調査主体） 

マクロ利用率 生成AIサービス個人
利用率（2026年） 

54.7% ICT総研 11 

マクロ利用率 15〜69歳 生成AI利
用率（2026年） 

51.0% NTTドコモ モバイル
社会研究所 13 

企業導入率 生成AIツール導入率
（2026年） 

64.4% 日経XTECH 14 

企業導入率 業務での汎用AIツー
ル日常的・継続的利

用 

68.0% ストックマーク 15 

組織内浸透度 全社導入している企

業の割合 
38.8% 日経XTECH 14 

従業員活用度 業務に活用している

従業員の割合 
約35.0% 総務省 情報通信白

書 14 

このような「導入すれども活用されず」という状態は、知的財産推進計画2025が企図する「IPトランス
フォーメーション」の実現とは程遠い。企業はAIによる単純作業の自動化から一歩踏み込み、従業員
が自己成長や組織貢献を実感できる「本質的な付加価値業務」や「創造的業務」へとリソースをシフ

トさせるプロセス設計を急ぐ必要がある15。 

4. 産業別・規模別にみるAI実装の最前線と「AIデバイド」の深
刻化 
KPIである「日本企業のAI利活用率概ね100%」の達成における最大の障壁は、企業規模による導
入状況の巨大な格差、すなわち「AIデバイド」である。2025年から2026年にかけて、AIは「実験
フェーズ」から「実用フェーズ」へと移行したが、その恩恵を享受できている組織とそうでない組織の

二極化が顕著になっている16。全体としての日本企業AI導入率を約32%とする分析レポートも存在し
17、これはマクロ調査の60%台という数字が一部のIT先進企業に偏っている可能性を示唆している。 

4.1. 企業規模間で拡大する「15倍格差」と導入モデルの二極化 
企業規模別の導入率を比較すると、そのコントラストは極めて鮮明である。従業員1,000人以上の大
企業では、導入率が60%〜80%に達している16。これらの企業群の多くは、全社的なAI利用ガイドラ
インの策定を完了し、API経由で自社専用のセキュアなAI環境を構築するなど、「セキュリティを担保
した本格運用」の段階に入り、日常の業務効率化の標準ツールとして完全に定着している16。 



これとは対照的に、日本企業の大多数（全企業数の99%以上）を占める中小企業においては、導入
率が約20%〜30%程度に低迷している16。独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）が

2026年3月に公表した「中小企業のAI等利活用に係る実態調査」によると、AIの導入率（「全社的に
導入している」と「一部の業務で導入している」の合計）はわずか20.4%であった18。導入を検討して

いる企業（18.6%）と合わせても、AIの導入に対して前向きな姿勢を示している企業は全体の39.0%
に過ぎない18。さらに、約半数の中小企業においては、導入どころか「AIの活用方針すら未定」の状
況にある14。この大企業と中小企業の圧倒的な乖離は、一部のレポートでは「15倍格差」とも形容さ
れており12、この層を底上げしなければ「概ね100%」という国家目標の達成は数学的に不可能であ
る。 

 

 
 
4.2. 地方自治体・行政機関における全庁的導入の成功と波及効果 
民間の中小企業がAI導入に苦戦する一方で、労働力不足という切実な課題に直面する地方自治体
や行政機関における生成AIの導入は、劇的かつ加速度的な進展を見せている。 

総務省の調査によれば、2025年6月時点ですでに「導入済」と回答した団体は、指定都市で90.0%（
20団体中18団体）、都道府県で87.2%（47団体中41団体）に達していた21。さらに市区町村レベルで



も514団体が導入を完了し、実証実験中の212団体を合わせると、行政現場における生成AIの利用
は一部の先進的取り組みから「全庁的な展開」へと急速に拡大した21。横須賀市や神戸市、東京都

といった先行自治体の成功モデルが全国へ波及し、チャットボットによる住民対応の自動化や事務

作業（議事録作成等）の効率化において具体的な成果を上げている21。 例えば、品川区ではSHIFT
社と連携してAIエージェントによる窓口の自動化を実現し、埼玉県ではAIチャットボットによる24時間
対応の救急相談システムを導入し、入力された症状から緊急度を判定し適切な案内を行う仕組みを

稼働させている22。行政が直面する個人情報保護やセキュリティの課題をクリアし、住民サービス向

上というアウトプットを出している事実は、民間企業にとって強力なベンチマークとなっている。 

4.3. 民間企業における部門・領域別の成功事例 
民間におけるAI導入は、情報通信業や、総務・管理部門を中心としたバックオフィス業務から波及し
ていく傾向が強い18。具体的な成功領域としては、開発スピードを劇的に向上させるコード生成・デ

バッグ、プロジェクト管理の効率化、顧客サポートの自動化、そしてデータ分析と予測が挙げられる23

。 

以下に、企業規模・業種を問わず定量的な成果を創出している2026年時点の代表的な民間事例を
整理する。 

 

企業名・業種 導入領域・AI技術 定量的・定性的成果 出典 

小林製薬（製造業） 生成AIによるFAQ自
動生成・更新システ

ム 

FAQ作成工数を75%
削減。顧客対応の応

答時間を35%改善。 

22 

ビックカメラ（小売業） コンタクトセンターへ

の生成AI導入、メー
ル振り分けの自動化 

記録業務時間を約

50%削減。オペレー
ターの応対品質向

上。 

22 

トランスコスモス（

BPO） 
コールセンターにお

ける生成AI支援（エ
スカレーション対応） 

エスカレーション件

数を6割削減。NTT 
Com「tsuzumi」を用
いた共同開発も推

進。 

22 

三井住友トラストTA
ソリューション 

生成AIによる事務処
理支援 

年間9,200時間の業
務削減。新人研修期

間を3営業日短縮。 

22 



30人規模の製造業 AI画像認識による製
品検査ラインの自動

化 

年間約1,200万円の
コスト削減。不良品

検出率の大幅向上。 

23 

旭鉄工（製造業） 生成AIを用いた現場
改善活動、属人的知

識の共有化 

ベテランの暗黙知を

データ化し、組織全

体の生産性が向上。 

23 

これらの事例が示す通り、適材適所でAIを業務フローに組み込むことができれば、人員規模にかか
わらず劇的な投資対効果（ROI）を得ることが可能である。問題は、この成功をいかに横展開し、残る
60%〜70%の未導入企業へ波及させるかにある。 

5. 現状において顕在化している構造的・組織的問題点 
「AI利活用率概ね100%」というKPI達成に向け、マクロなインフラ整備とアーリーアダプター層の成功
事例は出揃った。しかし、2026年4月現在、普及の踊り場を迎えつつある日本社会において、以下の
4つの層における深刻なボトルネックが顕在化している。 

5.1. 導入と定着の乖離を生む「中間管理職のボトルネック」 
AIツールを導入した企業が直面する最大の障壁は、技術的な問題ではなく「組織文化と階層」の問
題である。AI活用の定着状況を調査した2026年のレポートによると、AI活用が進む一方で、実に7割
超の企業が「AIを使いこなせない層による業務支障」を実感していると回答した24。そして、この「使い

こなせない最多の層」として指摘されたのが、現場の意思決定を担う「課長・リーダー職（中間管理

職）」であった24。 

生成AIの最大の特徴は、情報の収集、要約、ドラフト作成、部門間の調整といった、従来中間管理
職が部下に指示して取りまとめていた「中間的・調整的業務」を一瞬で代替してしまう点にある。その

ため、高いITリテラシーを持ちAIを駆使して高速にアウトプットを出す現場の若手層と、従来の「人間
同士の調整と承認プロセス」に固執する管理職層との間で摩擦が生じているのである13。管理職が

AIの出力結果を適切に評価できない、あるいはリスクを過大評価してAIの利用に制限をかけると
いった逆行現象が多発しており、これが「全社導入は38.8%、実際の利用は35%にとどまる」14という

活用率低迷の根本原因となっている。 

5.2. 中小企業の変革を阻む「三つの不足」と支援制度の逆風 
導入率20%台に沈む中小企業においては、AI導入を阻む構造的な壁として「データ不足」「人材不
足」「組織の対応力不足」という『三つの不足』が依然として強固に存在している2。 

1.​ データ不足：生成AIの真の価値は、自社の固有データに基づくRAG（検索拡張生成）などを通
じて発揮される。しかし、多くの中小企業では業務マニュアルや顧客情報が紙媒体に依存して

いるか、部門ごとにサイロ化されたシステムに散在しており、AIが学習・参照できる形式でデー
タが整備・蓄積されていない2。 

2.​ 人材不足：高度なAIモデルを独自開発できるITエンジニアが不足しているのは当然のことなが
ら、より深刻なのは、既存のAIツール（SaaS等）を選定し、プロンプトを構築し、AIの出力を業



務に適用できる基礎的な「AIリテラシー」を持つ人材が圧倒的に欠如していることである2。 
3.​ 組織の対応力不足：AIの導入は必然的に業務プロセス（BPR）の変革を要求するが、長年の
慣習に縛られた組織文化が変革を拒絶し、一時的な業務負荷の増大を嫌ってAI導入を敬遠
する傾向が強い2。 

さらに由々しき事態として、これらの不足を補うべき政府の資金支援策に逆風が吹いている。企業の

DX投資を支援する「IT導入補助金」の2025年度の採択状況を見ると、申請総数は前年度の46,394
件から56,556件へと増加し、企業の投資意欲は高まっているものの、交付決定数は33,438件から
26,253件へと減少した25。その結果、平均採択率は72.07%から46.4%へと激減しており25、資金力

の乏しい中小企業がAIツールを導入する際のハードルが逆に高まるという、政策目標と矛盾する事
態が発生している。 

5.3. 経営層のコミットメント不足とIPトランスフォーメーションの遅滞 
現場レベルの課題に加えて、日本企業のAI推進体制が他国に比べて脆弱である（出遅れている）最
大の要因が「経営層の意欲不足」である2。調査によれば、「自社の経営層がAI活用について十分な
方針を示している」と感じている社員はわずか25%に過ぎない2。 

経営リーダーの多くは、AIの導入を「IT部門が主導するツール導入プロジェクト」として矮小化して捉
えており、経営戦略や知財戦略の中核に据える意識が希薄である2。知的財産推進計画2025が企
図する「知財で稼ぐ力の強化」や「IPトランスフォーメーション」1を実現するためには、トップ自らが「AI
を前提とした事業モデルの再構築」を宣言し、全社的なリソース配分を行わなければならない。この

コミットメント不足が、現場の無関心や中間管理職の抵抗を許容する温床となっている。 

5.4. ハルシネーションリスクと法的グレーゾーンに起因する現場の萎縮 
利用の日常化に伴い、AIの出力結果に対する「過信と依存」、および「法的リスクへの過度な警戒」と
いう相反する課題が顕在化している。 生成AIは大規模言語モデル（LLM）の確率的な仕組みに基づ
いているため、もっともらしいが虚偽の情報を出力する「ハルシネーション（幻覚）」や、学習データに

起因するバイアスを完全に排除することは構造上困難である13。利用者が結果の真偽を検証せず無

批判に受け入れれば、意思決定の質が低下し、致命的なコンプライアンス違反や顧客トラブルに発

展するリスクを内包している13。 

同時に、前述した著作権侵害（類似性と依拠性）のリスク8や、企業秘密・個人情報の漏洩リスクに対

する明確な社内運用ルール（ガバナンス）が整備されていないため、法務・コンプライアンス部門が

保守的なスタンスをとり、現場での利用を一律に制限してしまうケースが後を絶たない。文化庁のガ

イドライン7や政府のバイブル・コード26等の指針は整備されつつあるものの、それを自社の業務に落

とし込んだ「社内規程」として昇華できている企業は一部にとどまっている。 

6. 課題解決に向けた戦略的提言と具体的施策 
「日本企業のAI利活用率概ね100%」という重要KPIを達成し、迫り来る「知的財産推進計画2026」の
策定と実行26に向けて、現状の停滞を打破し日本企業を真の「AI・知財主導型経営」へと導くための
具体的解決策を以下に提言する。 



6.1. 知的財産創出プロセスを前提とした「IPトランスフォーメーション」の断行 
企業はAIの導入を「既存業務の効率化・自動化」という狭い視点で捉えるのをやめ、企業価値の源
泉である「新たな知的財産の創出・保護・活用」のプロセス全体をAI前提で再構築（IPトランスフォー
メーション）しなければならない3。 特に、2026年3月の最高裁判決が示した通り「AIそのものは発明
者になれない」という法的現実に適応する必要がある10。研究開発やデザイン部門において、AIが生
成したアイディアや設計図に対し、人間（従業員）がどの段階でどのような「創作的寄与」を与え、法

的保護の対象となる著作物や特許として成立させたのかを、タイムスタンプやブロックチェーン技術

等を用いて厳密に記録・トラッキングする「IP管理ワークフロー」の構築が急務である。 

6.2. 経営ガバナンスの刷新と「層別リスキリング」の全社展開 
経営層のコミットメント不足2を解消するためには、AIの活用実績や新規知財の創出数を役員評価お
よび部門評価のKPIに組み込む等のトップダウンのガバナンス改革が不可欠である。 同時に、導入
の最大のボトルネックとなっている「中間管理職（課長・リーダー層）」24に対する集中的なリスキリン

グ支援策を直ちに講じるべきである。導入率が64%を超えた現在のフェーズにおいて求められるの
は、プロンプトの入力方法といった「ツールの使い方」ではなく、組織として成果を出すための「使いこ

なす力（AIマネジメント力）」である14。研修プログラムは、以下の5つのテーマを中核として構成され
るべきである14。 

1.​ AIの限界とリスク管理：ハルシネーションの検知手法と、情報漏洩を防ぐためのセキュアな運
用ルール。 

2.​ 著作権・知財ガバナンス：文化庁ガイドラインに基づく、類似性・依拠性の判断基準と自社生成
物の権利化プロセスの理解8。 

3.​ モデル特性に応じた使い分け：業務内容や情報機密レベルに応じた、複数AIの最適な組み合
わせ手法（後述）。 

4.​ 業務プロセスの再設計（BPR）：既存の承認フローを解体し、AIを組み込んだ新たな高速ワー
クフローを立案する能力。 

5.​ AI人材のマネジメント：AIツールを活用して高度なアウトプットを出す若手・部下を適切に評価
し、チームとしての生産性を最大化するマネジメントスキル。 

助成金等を活用してこれらの研修コストを削減しつつ、全社的なリテラシーの底上げを図ることが「

100%活用」への最短距離となる14。 

6.3. 適材適所のツール選定と人間・AIの協働ワークフローの確立 
「どのAIを選ぶか」という議論は既に過去のものとなり、2026年現在においては、企業規模や既存の
ITインフラ、そして個別の業務目的に応じて複数の生成AIモデルを戦略的に「使い分ける」ことが成
果創出の鍵となっている14。経営資源に制約のある企業ほど、自社のフェーズに合ったツールを適

切に選択しなければならない。 

 

企業特性・想定用途 推奨される生成AI
ツール・モデル 

選定の決め手と活用

戦略 
出典 



大企業・エンタープラ

イズ 
Copilot for Microsoft 
365 

既存のExcel、
Teams、PowerPoint
等の社内データとの

強力な統合。強固な

情報セキュリティとア

クセス権限管理によ

る全社展開の容易

さ。 

16 

中堅企業・導入初期

層 
ChatGPT (Plus / 
Team / Enterprise) 

圧倒的な知名度と汎

用性の高さ。企画書

作成やコピーライティ

ング等、創造的な文

章生成において高い

能力を発揮。「まず

は試す」フェーズに

最適。 

14 

スタートアップ・先進

企業 
ChatGPT / Claude / 
Gemini の併用 

開発スピード重視。

用途（コーディング、

長文解析、最新情報

検索）に応じて各モ

デルの最新機能を

使い分けるマルチ

モーダル運用。 

14 

中小企業が初期導入を進める際は、高度な専用環境構築を目指すのではなく、まずは汎用型ツー

ルを特定の部署（総務や顧客サポート等）に導入し、「AIで何ができるか」の成功体験（スモールウィ
ン）を蓄積することが重要である。 

6.4. 中小企業向け「用途特化型・カタログ型支援」とエコシステムの再構築 
中小企業の導入率を劇的に引き上げるためには、従来型のシステム開発を前提とした補助金制度

から、SaaS型の「カタログ型補助金」への抜本的な転換が必要である。 データ不足・人材不足2に悩

む中小企業に対しては、政府や商工会議所、ITベンダーが主導し、「契約書レビュー特化型」「請求
書処理特化型」「特定業界向けFAQ特化型」といった、すでに著作権対応やセキュリティ要件（閉域
網接続等）が組み込まれたパッケージ型のAIソリューションをカタログ化し、安価かつ即日導入でき
るエコシステムを構築すべきである3。 同時に、自治体での成功事例（AIエージェントによる窓口自動
化等）22で開発されたプロンプトや業務フローのテンプレートを、オープンソースとして全国の中小企

業に無償提供（または安価にライセンス供与）する官民連携の枠組みを創設することも、普及の起爆

剤となる。 



6.5. 法制度の予見可能性向上と「AIガバナンス原則」の内製化 
政府・関係省庁には、企業が萎縮することなく研究開発や事業展開を行えるよう、法的予見可能性

を継続的に高める責務がある。知的財産推進計画2026等の次期計画においては、文化庁の「AIと
著作権に関する考え方」7をさらに深化させ、判例の蓄積を待つことなく、より具体的な「セーフハー

バー・ルール（これを守っていれば法的責任を問われない基準）」をガイドラインとして明示することが

求められる。 

また、各企業は政府の「AI基本法」やバイブル・コードの精神を汲み取り、それを自社の事業特性に
合わせた「自社版・AI著作権ガバナンス原則」として成文化し、従業員に対して宣明する必要があ
る。この内製化されたガバナンスルールこそが、現場の心理的安全性を担保し、AIを活用した自由
な発想と知的財産の創出（IPトランスフォーメーション）を強力に推進する基盤となる。 

7. 結論 
日本政府が「知的財産推進計画2025」において掲げた「日本企業のAI利活用率を概ね100%まで高
める」という国家KPIは、2026年4月時点において、マクロな個人利用率の過半数突破11や、地方自

治体の全庁的な導入21、そして大企業におけるインフラ化15という面において、歴史的とも言える劇

的な進展を見せている。AI基本法の成立に伴うソフトロー・アプローチや、文化庁のガイドライン整備
によるリスクの明確化も、この普及を強力に後押ししてきた。 

しかし、その実態を精緻に分析すれば、日本企業の圧倒的多数を占める中小企業への浸透の遅滞

（20%台の導入率）18、中間管理職の抵抗による組織内での活用停滞14、さらにはデータや専門人材

の枯渇2といった複合的かつ構造的な壁が立ちはだかっており、「概ね100%」の完全達成には依然
として長い道のりが残されている。加えて、2026年3月の最高裁判決が示した「AIは発明者になれな
い」という法的原則10は、企業に対して人間とAIの新たな協働モデルの構築を突きつけている。 

この壁を突破し、日本社会を次なる成長軌道へと乗せるためには、単なるIT投資や業務効率化ツー
ルの導入支援といった旧来のDX思考から完全に脱却しなければならない。経営層の強いコミットメ
ントのもと、管理職層の意識改革を伴うリスキリングを断行し、人間の創造性とAIの圧倒的な処理能
力を融合させた「知的財産（IP）の創出プロセスの再定義（IPトランスフォーメーション）」へと経営戦略
の次元を引き上げることが求められる。政府による柔軟かつ予見可能性の高い法制度の運用と、民

間企業における強靭なAIガバナンスの構築が両輪として機能した時、日本経済は「利活用率100%」
の真の果実を収穫し、国際的な競争優位性を再び確固たるものにすることができるだろう。 
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11.​4月 11, 2026にアクセス、 
https://uravation.com/media/ai-usage-rate-54-percent/#:~:text=%E7%AA%81%E7
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12.​【2026年最新】生成AI利用率54.7%突破｜企業がとるべき5つの戦略 - 株式会社
Uravation, 4月 11, 2026にアクセス、 
https://uravation.com/media/ai-usage-rate-54-percent/ 

13.​生成AI利用が過半数に到達 15～69歳で「未利用が少数派」へ転換, 4月 11, 2026にア
クセス、 https://plus-web3.com/media/latestnews_1000_8489/ 

14.​生成AI導入率64%時代｜研修で差がつく企業の条件 - 課題解決プラットフォーム, 4月 
11, 2026にアクセス、 https://0120.co.jp/blog/ai-training-20/ 

15.​【AI時代の働き方調査2026】ビジネスにおける生成AI活用は約90％生成AIへの期待は
「単純作業からの解放」と「自己成長/組織貢献/楽しさ」 | ストックマーク株式会社のプレ
スリリース - PR TIMES, 4月 11, 2026にアクセス、 
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000370.000024407.html 

16.​【2026年最新】日本企業の生成AI導入率は？ChatGPT・Copilot・Geminiの規模別シェ
アについて, 4月 11, 2026にアクセス、 https://www.ik-c.co.jp/20260330/ 

17.​2026年の日本企業AI導入率は32%——業種別データから見える5つの成功パターン - 
note, 4月 11, 2026にアクセス、 https://note.com/ai_donyuu_db/n/n5e43a2bde695 
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18.​4月 11, 2026にアクセス、 
https://www.hanbaishi.com/news/22532#:~:text=%E7%8B%AC%E7%AB%8B%E8
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19.​総務・管理部門を中心に導入が進んでいる（中小機構「中小企業のAI等利活用に係る
実態調査」）, 4月 11, 2026にアクセス、 https://www.hanbaishi.com/news/22532 

20.​中小企業のAI等利活用に係る実態調査（2026年3月）(ポイント版)～AI導入率は2割を
超え, 4月 11, 2026にアクセス、 
http://www3.keizaireport.com/report.php/RID/662065/ 

21.​自治体 AI 導入完全ガイド 2026 : 活用事例と行政 DX 成功の 5 ステップ [2026] - 
Asana, 4月 11, 2026にアクセス、 
https://asana.com/ja/resources/public-sector-ai-adoption 

22.​AI活用事例 国内導入20社超まとめ【2026年版】 - vottia株式会社, 4月 11, 2026にアク
セス、 https://vottia.jp/ai-agent-contact-center-japan-cases-2026/ 

23.​【中小企業】業種別AI導入成功率ランキング2026｜テクノロジー88%・金融83%・製造
75%の活用法 - note, 4月 11, 2026にアクセス、 
https://note.com/nahouemura/n/nbe6c335f1fa1 

24.​【2026年最新・企業の生成AIの利用実態】AI活用は進む一方 - PR TIMES, 4月 11, 
2026にアクセス、 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000081.000037237.html 

25.​IT導入補助金2025はなぜ厳しくなったのか？採択率低下の傾向と2026年最新スケ
ジュール, 4月 11, 2026にアクセス、 https://stak.tech/news/28854 

26.​知的財産戦略本部, 4月 11, 2026にアクセス、 
https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/index.html 

27.​1月 1, 1970にアクセス、 
https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/ai_kentoukai/index.html 

28.​「知的財産推進計画2026」の策定に向けた意見募集の結果について, 4月 11, 2026に
アクセス、 
https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/chitekizaisan2026/index.html 
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